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高市政権における環境・エネルギー政策 

調査部 主任研究員 大嶋 秀雄 

 

本稿は、時事通信社「円債投資ガイド」2025年 10月 31日配信記事を同社承諾のもと掲載するものです。 

 

１０月２１日、高市政権が誕生した。新政権における注目点の一つに、環境・エネルギー政

策がある。 

高市首相は、太陽光発電等に起因する様々な問題点を指摘し、再生可能エネルギー（再エネ）

関連の補助金制度の見直しや大規模な太陽光発電設備（メガソーラー）等への規制などに言及

している。具体的な問題点としては、メガソーラー等の設置に伴う自然破壊や土壌汚染、土砂

災害リスクの高まり、景観の悪化に加えて、太陽光パネルの中国依存や、将来的な太陽光パネ

ルの廃棄増加の問題などが挙げられている。 

 高市首相は、再エネ関連の補助金の見直しや規制に言及しているが、化石燃料の活用を促し

ているわけではない。高市首相は、化石燃料への依存に伴う国富の流出やエネルギー安全保障

の問題などを指摘しており、原子力発電の推進や、次世代革新炉・核融合発電（フュージョン

エネルギー）の早期実現などを通じて、エネルギー自給率を引き上げる方針を示している。太

陽光発電に関しても、ペロブスカイト太陽電池の早期普及を目指す考えである。 

 高市首相が各閣僚に出した「指示書」においても、赤沢経済産業相に対して、「安全を大前

提とした原発の利活用、国内資源の探査・実用化、日本が潜在力を持つ再生可能エネルギーの

最適なエネルギーミックスを実現」、「エネルギー安全保障と脱炭素を一体的に推進する中で、

産業競争力の強化、新たな需要・市場創出を通じた成長フロンティアの開拓を図り、強靱な経

済構造を構築」、「２０５０年カーボンニュートラル及び２０３０年度の温室効果ガス排出削減

目標の実現に向け、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）２０４０ビジョン等を踏まえ、

官民協調による１０年間で１５０兆円超のＧＸ関連投資を推進」といった指示を、石原環境相

に対しても、「２０５０年カーボンニュートラル及び２０３０年度の温室効果ガス排出削減目

標を実現し、世界の脱炭素を主導するため、ＧＸ実行推進担当大臣など関係大臣と協力して、

地球温暖化対策を推進」といった指示を出しており、ＧＸ戦略や、２０５０年カーボンニュー

トラル、２０３０年度までに温室効果ガス排出量を２０１３年度対比▲４６％削減する目標を

意識した政策を行う姿勢を示している。 

 しかし、原子力発電所の再稼働や建て替えには安全性の確保や国民の不安払拭などが不可欠

であり、これまでも計画通りに再稼働は進んでおらず、今後、再稼働や建て替えがどの程度進

むかは不透明である。また、核融合発電についても、発電実証を２０３０年代に前倒しする方

針を示しているが、解決すべき課題は多く、実証前倒しの成否は未知数であり、さらに、実証

後の本格導入に向けた計画や、どの程度コストがかかるかなども現時点では不明である。こう
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したなか、わが国政府が掲げる温室効果ガスの排出削減目標を達成するためには、すでに技術

が確立している太陽光発電等の活用が欠かせない。 

 もっとも、高市首相が指摘する再エネに関する問題点はいずれも放置できない。国際的にも、

脱炭素に向けた取り組みが目標設定から具体策の実施にシフトするなか、取り組みを進めるう

えでの技術・人材・コスト等の問題や、既存の技術・製品・サービスの陳腐化（座礁資産化）

に伴う企業業績・雇用等への悪影響など、様々な問題が顕在化している。こうした問題を解決

せずに無理に脱炭素を進めれば、国民からの反発が広がり、脱炭素に向けた取り組み自体を進

められなくなる恐れがある。高市首相が指摘する太陽光発電等に関する問題点も同様であり、

これらを解決せずに、無理に再エネ導入を進めれば、反発が広がって、かえって再エネの導入

を難しくすることになる。 

 今後は、中長期的な観点で、ペロブスカイト太陽電池の早期普及や、次世代革新炉・核融合

発電の実現などを目指すとともに、短期的には、高市首相が指摘する太陽光発電等の問題点を

解決して、再エネの適切な活用を促していくことが重要となる。具体的には、自然破壊や土砂

災害、景観の問題を防ぐために、環境アセスメントや設置場所・方法等に関するルールの厳格

化や、一定規模以上の再エネ設備の設置における地域との対話の義務化などを検討すべきであ

る。太陽光パネル等の中国依存については、中国が太陽光パネル等のサプライチェーン全体で

高いシェアを確保していることを踏まえれば、米欧やアジア諸国とも連携して、サプライチェ

ーン全体として再編・強靭化を進め、調達の多様化や、国内での生産・修理・リサイクル産業

等の育成・強化につなげていく必要がある。加えて、太陽光パネルの廃棄・リサイクルの問題

にも決着をつける必要がある。２０３０年以降、太陽光パネルの廃棄が大幅に増加する見通し

であり、資源の有効活用の観点でも、リサイクルの仕組み作りが急務となっている。 

 また、環境政策としては、地球温暖化への「適応策（Ａｄａｐｔａｔｉｏｎ）」も重要とな

る。先述の各閣僚への指示書では、牧野復興相、赤間国家公安委員長に対して、「防災科学や

気候リスク管理の知見を活用しつつ、各地のリスクを総点検」し、国土強靭化の取り組みを推

進するよう指示されている。世界的に温室効果ガスの排出削減が遅れるなか、地球温暖化のさ

らなる進行が予想され、防災機能の強化といった社会インフラの強靭化に加えて、熱中症対策

の強化や、気候変動の影響を受けやすい農林水産業などにおける適応策を急ぐ必要があるだろ

う。 
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